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Ⅰ．緒言
近年、看護専門学校の教員による学生への指導方法

をめぐりそのあり方や教員のモラルについて問われる
事案があり、社会的関心が高まってきている。医療の
高度化・進歩や急速な人口の少子高齢化や世界情勢や
社会の変化に伴い、全人的な医療が求められている。
専門職としての看護師の役割には高い期待が寄せられ
るようになってきている。そうした社会のニーズの変
化に伴い看護師に求められる能力や活動の場は拡大傾
向にあり、看護実践能力の高い看護師養成のために看

護基礎教育の充実に向けた方策が進められている。看
護基礎教育では、1992 年施行の『看護婦等の人材確
保に関する法律』1）を受け、4 年制大学化が推進され、
この時には 12 校だった看護系大学は、2016 年には
256 校と急増した。このような状況にありながら、看
護師養成所 3 年課程（以下、看護専門学校とする）は
現在 502 校全体の 60% を占めている。看護系大学以
外の大卒者の資格修得の機会としての需要もあり、こ
の傾向は今後も続くと推測される。

2008 年の『看護基礎教育のあり方に関する懇談会
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要約
【目的】教育責任者の語りから、看護専門学校の新人教員を育成する過程を明らかにし、新人教員の教育のあり方を検討
する。

【研究方法】データ収集期間は、2018 年 3 月～ 8 月。看護専門学校において新人教員の教育を担当する 10 看護専門学校
の教育責任者 10 名に、半構造的にインタビューを実施した。新人教育に関する内容を抽出し、看護専門学校ごとに新人
教員の教育過程について経時的に図示した。

【倫理的配慮】本研究は、京都府立医科大学医学倫理審査委員会の承認を得て行った。（受付番号 FRB-E-378）
【結果】研究参加者は、10 名（全員女性）、平均年齢 53.8 歳、看護師経験年数は 5 年～ 22 年（平均経験年数 12.5 年）、
看護教員経験年数は、5 年～ 28 年（平均 18.8 年）であった。看護専門学校の新人教員を育成する過程において、「母体
病院を有する看護専門学校の新人教員の採用では、母体病院から決められた臨床看護師の異動であり、看護専門学校の
人事権はない」「新人教員のためのマニュアルが整備されていない」「新人教員は専任教員養成講習会の受講後から一人
前と認められ、学生指導や授業などの役割が与えられる」「臨地実習指導は、新人教員の力量に関係なく独り立ちが求め
られている」「新人教員の育成は教育責任者がほぼ担っている」という特徴が確認できた。

【考察】看護専門学校が新人教員を育成するための教育方法はそれぞれ違っていた。新人教員が組織に馴染み、一人前と
して成長するためには、様々な背景にある新人教員が理解できるような可視化された教育マニュアル作成するなどして、
全教員で共通の理解ができるようにすることが重要である。これまで教育責任者が一人で担っていた新人教育の暗黙知
を先輩教員双方で確認できることが重要である。
以上から、看護専門学校において新人教員を育成するための組織文化の醸成のために、新人教員の背景や経験に合わせ
た個別性のある指導方法を用いること、指導過程のシステム化や明文化して残すこと、全教員が新人教員の育成に関わ
る必要があるということが示唆された。
キーワード：看護専門学校、新人教員、教育責任者、教育の過程
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論点整理』2）において、看護基礎教育の充実に向けた
方策を進める上での共通する課題の一つとして、看護
教員の質・量の確保が指摘された。また、新人看護教
員の育成については、教育プログラムの構築が看護教
員の専門性を高めるための看護教員の継続教育や、看
護教員が臨床現場での実践能力を維持・向上するため
の機会の確保、高度実践能力を持つ看護師の活用など、
教育機関の創意工夫が必要であることが示された 3）。

看護専門学校における新人教員（以下、新人教員と
する）は、臨床看護師から看護教育の現場へと役割が
大きく変化し、環境の変化に適応しながら、教育活動
を行う事に困難感や悩みを持っていると考えられる。
そして、その新人教員については専任教員養成研修の
受講の有無に関わらず、入職後すぐに一人前の看護教
員としての実践が求められている 4）。そのため不安や
悩みを抱えやすく、バーンアウトに繋がる傾向がある
との指摘もある 5）。実際、1994 年に報告された看護専
門学校の看護教員のバーンアウト率が 16.3% である 6）

のに対し、2001 年には 32.6% と 7）上昇し、そのスト
レスの内容として学生対応、職場環境 8）、教員資質、
学習上のトラブル対処、教育方法、教員相互関
係 9）10）、研究資源、教育力向上が報告されてい
る 11）12）。さらに、他の看護教員の非難があると、葛
藤を和らげるために役立つ他教員からのサポートを求
めにくく、葛藤を増強させると述べ、ソーシャルサポー
トの不足とストレスの関係を推測している 13）。

一方で、看護専門学校の専任教員の要件の 1 つに専
任教員養成講習会の受講があるが、看護教育に関する
トレーニングを受けることなしに教育を行う実態が認
められ、厚生労働省による専任教員養成講習会の未受
講者数は看護教員全体の 2 割である。そして、学生の
受け入れ、看護教員としての使命感など教員の資質に
関するストレスは、講習会の未受講者や教員経験 1 年
未満のものに多いことが報告されている 14）。また、新
人教員に見られるバーンアウト問題の解決策として、
教員としての基礎が作られる新任期の研修が重要であ
り、新任期の研修対策を構築することが重要であると
報告されている 15）。したがって新人教員のバーンアウ
トの防止は、緊急の課題である。

新人教員の継続教育について厚生労働省の取り組み
や先行研究での指摘があるにも関わらず、看護専門学
校では看護教員の不足や離職が続いているのが現状で
ある。依然として改善されない要因は何か、組織には
独自の文化があり、看護専門学校における新人教員を
育成するために組織が大切にしている価値観や文化を

知ることで、その解決の手がかりを見いだせるのでは
ないかと考える。

シャインによれば、「文化とはグループが外部への
適応、さらに内部の統合化の問題に取り組む過程で、
グループによって学習された、共有される基本的な前
提認識のパターンである。このパターンはそれまで基
本的に効果的に機能してきたものと評価され、その結
果新しいメンバーに対し、これらの問題に接して、認
識し、思考し、感じ取る際の適切な方法として教えら
れる」と定義している 16）。新人教員の現状についての
報告は多くあるが、看護専門学校における新人教員を
育成する過程の文化について明らかにした研究は見当
たらない。

そこで、本研究では、教育責任者の語りから、看護
専門学校の新人教育を育成する過程を明らかにし、新
人教員の教育のあり方を検討することを目的とした。

Ⅱ．研究方法
1．用語の定義
1）新人教員

看護専門学校に入職し、教員として基礎が作られる
1 年未満の看護教員を新人教員とする。
2）教育責任者

看護専門学校の教育方針に基づき、新人教員の指導
及び助言を行う学校長または副学校長または教務主任
とする。

2．データ収集期間と研究参加者
データ収集期間は、2018 年 3 月～ 8 月である。研

究参加者は、研究協力が得られた近畿及び東海地区の
看護専門学校の新人教員教育を担当する以下の条件を
満たす学校長、副学校長または教務主任などの教育責
任者 10 名。

研究参加者の選定条件は、3 年課程の看護専門学校
に勤務しており、現在の職場に 1 年以上勤務している
ものとした。

3．研究方法
1）データ収集方法

本研究は Flick のエピソードインタビューの方法 17）

を参考に研究者が作成したインタビューガイドを用い
て行った。質問内容は、研究参加者の背景（年齢、性
別、最終学歴、看護師経験年数、教員経験年数、現在
の職位、設置主体）そして、新人教員の教育を実践す
る中で日頃、出来た事や出来なかったと感じた事、新
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人教員の採用方法、新人教員の教育方針、教育責任者
が新人教員の教育で大切にしている事である。

2）分析方法
分析は以下に示す手順で行った。得られたデータを

研究参加者ごとの逐語録に起こした。逐語録を精読し、
新人教員の教育に関する内容を抽出した。研究参加者
のインタビューから得られたデータについて、「学外
で受けた教育」「学内で受けた教育」「学事歴」に関連
した内容ごとにまとめた。さらに研究参加者の所属す
る看護専門学校ごとに新人教員の教育過程について経
時的に図示し、その特徴を抽出した。

本研究における厳密性の確保は、Lincoln と Guba
によって開発された質的研究の評価基準 18）を参考に、
本研究では以下の方法を用い厳密性の確保に勤めた。
①　  本研究では、常に研究者自身の先入観がないか批

判的に考えながら、研究参加者との関係や研究参
加者の言動に対する自分自身の反応に常に注視し
ながら、インタビューを行うこと、そして、研究
参加者の語りを録音したデータから忠実に逐語録
に起こすことで、「濃密な記述を行う」ことをした。

②　  本研究では、指導教員にスーパーバイズを受け、
研究者は研究方法・プロセス・分析結果の十分な
記述を行うよう心掛けた。

③　  本研究では、トライアンギュレーションとして
〈ⅰ . 異なった場所、人からデータを得る〉ために、
近畿及び東海地区の研究参加者に調査を行った。

〈ⅱ .2 人以上の研究の専門家が関わる〉および
〈ⅲ . ある現象について様々な理論的立場から解
釈する〉ために、データ収集は、教育の実践であ
る研究者 1 名のみで行うが、質的研究の経験が豊
富な指導教員にスーパーバイズを受けながら、研
究の過程を経た。そして最終的な段階で、本研究

の研究参加者以外で新人教員の教育の経験がある
1 名に結果の妥当性を確認してもらうことでトラ
イアンギュレーションを行った。

4．倫理的配慮
研究依頼の際には、詳細なデータを取り扱うために

細心の注意を払った。研究の目的と方法、参加は自由
意志によるものであること、研究の途中で参加を拒否
しても不利益は受けないこと、プライバシーは保護さ
れることなどを書面と口頭で説明し、研究協力者の同
意を得た。インタビューの日時は研究協力者と相談し
決定した。本研究は京都府立医科大学医学倫理審査委
員会の承認を得て実施した（FRB-E-378）。

Ⅲ．結果
1．研究参加者の概要

研究参加者は、近畿及び東海地区の看護専門学校の
新人教員の教育を担当する学校長、副学校長または教
務主任などの教育責任者 10 名。全員女性であった。
年齢は、40 歳代 1 名、50 歳代 9 名で平均は 53.8 歳。
看護師経験年数は 5 年から 22 年で平均 12.5 年。看護
教員経験年数は、5 年から 28 年で、平均 18.8 年であっ
た。インタビュー時間は、40 分から 76 分で平均 56.2
分であった。詳細は表 1 に示す。研究参加者が所属す
る看護専門学校の設置主体は公立 3 校、地方行政法人
1 校、独立病院機構は 1 校、学校法人 2 校、公益社団
法人 2 校、一般社団法人 1 校であった。職位について
は、学校長 3 名、副学校長 2 名、教務主任 5 名であり、
最終学歴は修士課程修了 7 名、看護専門学校卒業 3 名
であった（表 1）。

2．看護専門学校の新人教員の教育過程
研究参加者の所属する看護専門学校の新人教員の教

表 1　研究参加者の一覧
年齢 性別 看護師経験年数 教員経験年数 インタビュー時間

A 50 歳代 女性 20 年 5 年 58 分
B 50 歳代 女性 12 年 22 年 42 分
C 40 歳代 女性 6 年 11 か月 18 年 2 か月 42 分
D 50 歳代 女性 13 年 21 年 76 分
E 50 歳代 女性  11 年 9 か月 18 年 66 分
F 50 歳代 女性 22 年 14 年 4 か月 64 分
G 50 歳代 女性 10 年 24 年 42 分
H 50 歳代 女性 5 年 25 年 67 分
Ⅰ 50 歳代 女性 15 年 13 年 63 分
J 50 歳代 女性 10 年 28 年 40 分
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育過程について、インタビューより経時的に図示した。
以下にその内容を説明する。
1）  a 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 1- ①、

1- ②）
a 看護専門学校の新人教員の採用は、設置主体の母

体病院からの異動の一つとして位置づけられていた。
そのため、母体病院が看護専門学校への異動の希望者

を募り、人事異動で入職する場合がほとんどであった。
また、在職教員の中で退職者があらかじめ分かってい
る場合は、新人教員が入職直後に 1 年間の専任教員養
成講習会に参加することを考慮して、定員よりも 1 人
多く教員採用し、教員不足が起こらないように配慮さ
れていた。

新人教員は、入職後すぐに専任教員養成講習会を受

図 1－②　a看護専門学校の新人教員の教育過程（入職後すぐに専任教員養成講習会に行かない場合）

1

図 1－①　a看護専門学校の新人教員の教育過程（入職後すぐに専任教員養成講習会に行く場合）
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講し、1 年後に職場復帰するとすぐに専任教員として、
先輩教員と同レベルの業務を担当していた。新人教員
が 2 名の場合、2 人目の人は、翌年に専任教員養成講
習会を受講していた。初年度に専任教員養成講習会を
受講できない新人教員は、5 日間、施設外が主催する
新人看護教員研修を受講していた。

入職時のオリエンテーションは、新入学生のオリエ
ンテーションに新入学生と一緒に参加することで代用
されていた。新人教員指導マニュアルは特になく、教
育責任者は「先輩教員は誰でも新人教員の疑問に答え
られるので、新人教員は学生ではないので、わからな
いことがあれば自分で聞くように」と指導していると
話していた。

授業は、専任教員養成講習会終了までは割り当ては
少なく、看護専門学校に蓄積された資料を参考に授業
案を作成し、教育責任者の指導を受けて実施していた。
臨地実習の指導は、基礎看護学実習と専門領域の実習
を、初回から新人教員が単独で実施していた。

教育責任者は、新人教員に対し年 1 回、目標の到達
度評価の面談を実施しているほか、新人教員の悩みや
不安には随時対応していた。

a 看護専門学校は新人教員の教育過程において、新
人教育についてのマニュアルはないが、いつでも疑問
に答えられる教育体制を取っていた。
2）b 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 2）

b 看護専門学校の新人教員の採用は、関連する病院
および看護専門学校の人事の統括部門が附属病院の看

護師から希望を募って採用していた。看護専門学校へ
の異動の条件として、専任教員養成講習会の受講を修
了し、師長昇任試験に合格し、実習指導者や看護管理
の経験がある者となっており、看護実践能力が高く教
育に関する基礎能力を有している者であることが窺え
る。

入職時オリエンテーションは、新入学生のオリエン
テーションを代用することに加え、年 2 回、近畿圏内
のグループの看護専門学校の独自の新人教員研修会に
参加することが義務づけられていた。

業務については、入職後すぐに 5 年目以上の経験の
ある教員からサポートを受け、担任の役割を担うこと
になっていた。

授業は、教育責任者の指導を受け基礎看護技術を担
当し、臨地実習についても、教育責任者が臨地に入っ
て実習指導をサポートしていた。

b 看護専門学校は新人教員の教育過程において、基
本 3 年間は担当した学生が育つまで見届られるように
教育体制を取っていた。
3）c 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 3）

c 看護専門学校新人教員は、実習病院の臨地実習指
導者から採用されていた。

入職時オリエンテーションは、教育責任者が主に担
当しており、基本的にマニュアルはなく、新人教員が
先輩教員とペアとなり共に行動して業務を覚えるとい
う方法を取っていた。

授業は、専任教員養成講習会修了後から担当するこ

図 2　b看護専門学校の新人教員の教育過程
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とになっており、教育責任者の指導で基礎看護技術の
授業を担当していた。実習指導は、新人教員は、1 クー
ル目はサポート教員についてシャドーイングを行い、
2 クール目では新人教員が主に学生を担当し、サポー
ト教員と 2 人体制で臨地実習指導を行い、3 クール目
から独り立ちする方法をとっていた。教育責任者は、

新人教員に対し随時相談にのることを心がけていた。
c 看護専門学校は新人教員の教育過程において、1

年目はタイムリーに面接することで実習指導ができる
ような教育体制を取っていた。
4）d 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 4）

d 看護専門学校の新人教員の採用は、設置主体の母

図 3　c看護専門学校の新人教員の教育過程

図 4　d看護専門学校の新人教員の教育過程
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体病院で臨地実習指導をしている看護師が人事異動で
入職していた。新人教員は入職後すぐに、専任教員養
成講習会を受講するが、病院に勤務している間に講習
会を受講し異動してくる者もある。

入職時オリエンテーションは、看護専門学校で作成
した教育要項にあるスケジュールに基づき教育担当者
が実施し、さらに、先輩教員の教育担当者をつけて、
3 年間で完結するよう計画していた。

新人教員は後期から専門領域と基礎看護学の授業、
演習、実習も担当していた。授業案はそれぞれの領域
に保存しているものを参考に作成する。臨地実習は、
新人教員が勤務していたなじみのある領域で臨地指導
するが、初めての領域実習では、1 クール目のみ先輩
教員と 2 人で行い、2 クール目からは独り立ちで実習
指導していた。また、次に違う領域の臨地実習指導を
行う場合も 1 クール目は 2 人で行うというサポート体
制であった。

教育担当者は新人教員が作成した目標について年 3
回、学校長と達成度の確認をしていた。

d 看護専門学校は新人教員の教育過程において、新
人研修要項を基に目標を立てて 3 年間で育てる教育体
制を取っていた。
5）e 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 5）

e 看護専門学校の新人教員の採用は、設置主体の母
体病院で勤務している看護師の異動という形で入職し

ていた。
新人教員の入職時オリエンテーションマニュアルは

なく、新人教員は、先輩教員を見倣って、業務の流れ
を学んでいくことを促されていた。また、臨地実習の
オリエンテーションについては、各領域の責任者が臨
地実習前に学生に実施するオリエンテーションを学生
とともに聴講することで代用していた。

授業は、新人教員の専門分野は、臨床経験により決
定され、専任教員養成講習会の受講前は、授業案の作
成について教育責任者が指導していた。さらに、専任
教員養成講習会受講後からは、基礎看護学の授業も担
当することになっていた。　実習指導は、基礎看護実
習と専門領域の臨地実習を担当するが、1 クール目は
先輩教員とペアで、2 クール目からは 1 人で担当して
いた。

教育責任者は、年に 1 回、教員の課題や目標達成度、
次年度の希望などを聞きながら新人教員の評価を行っ
ていた。

e 看護専門学校は新人教員の教育過程において、
色々な先輩教員の方法を見て自分の方法を確立してい
く教育体制を取っていた。
6）f 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 6）

f 看護専門学校の新人教員は、設置主体の母体病院
の看護部が人事権を持ち、病院からの移動として採用
していた。専任教員養成講習会については、設置主体

図 5　e看護専門学校の新人教員の教育過程
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の母体病院で勤務している間に受講することが基本だ
が、看護専門学校に異動で入職してから行くこともあ
る。その間、教員が欠員となるため、母体病院から 1
名代替教員の補充がある。

業務は、先輩教員が副担任について 3 か月後に慣れ
てから担任を受け持っていた。そして、学生の入学か
ら卒業までの 3 年間、担任として学生と関わることで、
教員を育てるという方針であった

授業は、新人教員は、基礎看護学の授業を担当し、
学外の大学教員から授業の指導案の作成方法について
指導を受け、1 年後に、模擬授業を実施し、先輩教員
から評価を受ける。実習指導は、1 クール目の領域実
習時は先輩教員と 2 人で地実習指導を実施するが、そ
の後は独り立ちして実習指導していた。

f 看護専門学校は新人教員の教育過程において、基
本的に学生の入学から卒業までの 3 年間を 1 クールと
して、教育体制をとっていた。
7）g 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 7）

g 看護専門学校の新人教員は、教員養成講習会を受
講した実習病院に勤務する実習指導者を優先して採用
していた。

入職時オリエンテーションは、大まかなことは、教
育責任者が実施しているが、新入生オリエンテーショ
ンに学生と共に受けることで代用していた。また、臨
地実習のオリエンテーションも学生とともに聴講して

いた。
授業は、専任教員養成講習会を受講していない新人

教員は担当させず、臨地実習指導のみを行っていた。
専任教員養成講習会を受講した後は新人教員の専門領
域と基礎看護学を担当し、授業案の指導は教育責任者
が行い、授業に参加して評価も実施していた。

臨地実習指導では先輩教員のシャドーイングを 2
クール実施、その後、同じ実習施設内に先輩教員とと
もに配置され、新人教員は相談しながら独り立ちをし
て行く。新人教員が初めて臨地実習指導に行く前と臨
地実習指導を行って 1 週間目と 2 週間目に教育責任者
が面談し、相談にのっていた。また、入職半年後に、
教育責任者が目標の達成度についてラダーで評価して
いた。

g 看護専門学校は新人教員の教育過程において、新
人教員はラダーで評価し、教育責任者が面接してフォ
ローする教育体制を取っていた。
8）h 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 8）

h 看護専門学校は、設置主体の母体病院で臨地実習
指導者をしていた者や、長い臨床経験がある者などで、
特に学校の理念を理解していることを基準にして採用
していた。また、母体病員と看護専門学校の理念は繋
がっていて、そのもとに教育していた。朝礼の時、必
ず経営理念の唱和をして、新人教員は覚えていくよう
にしていた。

図 6　f 看護専門学校の新人教員の教育過程
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図 7　g看護専門学校の新人教員の教育過程

図 8　h看護専門学校の新人教員の教育過程
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入職時オリエンテーションは、マニュアルに沿って
臨地実習の内容は実習調整者が、就業規則は教育責任
者や事務長が実施していた。さらに、学校の教育方針
や伝統についても教育していた。新人教員には必ずプ
リセプターをつけ、教育責任者だけではなく全職員で
育てようと考えていた。入職後 3 か月は、毎月レポー
トを課し、教育責任者、プリセプターなどが面談して
いた。専任教員養成講習会には、1 年間は看護専門学
校で経験を積んでから受講させ、専任教員養成講習会
終了後に、担任業務や戴帽式などの役割を体験させる
ようにしていた。

授業は新人教員の得意分野と基礎看護技術を担当
し、最初の授業は模擬授業を実施し、先輩教員から具
体的な助言を受けてから授業に臨んでいた。実習指導
は、最初は先輩教員と一緒に実習指導を行うが、新人
教員に合わせて独り立ちする時期を変えていた。さら
に、教育責任者などが実習指導後に必ずリフレクショ
ンと評価をしていた。

新人教員の評価は、最初の 3 か月の評価に加え、教

育責任者が人事考課のために年 2 回面談をしていた。
h 看護専門学校は新人教員の教育過程において、プ

リセプターを付けて育てた後に専任教員講習会の出す
という教育体制を取っていた。
9）i 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 9）

i 看護専門学校の新人教員の採用は、設置主体の母
体病院で実習指導者や副主任をしている人から希望を
募り異動として入職するだけではなく、その他の機関
を通じて入職する中途採用も見られた。採用後に専任
教員養成講習会を受講させるが、受講前は実習指導の
み担当していた。

入職時オリエンテーションは、学科に関する内容は
教育責任者が実施し、臨地実習については実習調整者
が分担して実施しているが、新入生のオリエンテー
ションも聴講することになっていた。

新人教員は全教員がサポートするとの考えのもと、
1 年間は学校に慣れて、学校のカリキュラムを理解し
て、学事歴の行事について見学や参加体験していた。

授業は、臨床経験がある新人教員は成人領域と基礎

図 9　i 看護学校の新人教員の教育過程
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看護技術の授業と演習を担当し、先輩教員より少ない
時間数を担当していた。授業案の作成は教育責任者と
先輩教員の指導を受け、初めての授業では、教育責任
者が授業に入って評価していた。臨地実習は、最初は
先輩教員とペアで臨地実習指導していた。独り立ちす
る時期についての決まりはなく、全く指導経験がない
場合は半年経ってもペアで指導しており、2 クール目
から独り立ちする場合もある。

教員評価は、入職して 1 か月後、3 か月後、半年後、
1 年後にペアになった教員からの情報をもとに教育責
任者が面談により評価していた。

i 看護専門学校は新人教員の教育過程において、新
人教員の個性に合わせて教育するという教育体制を
取っていた。
10）j 看護専門学校の新人教員の教育過程（図 10）

j 看護専門学校の新人教員は、実習病院の実習指導
者が人事交流という形で採用され、4 年後に元の病院
へ戻るのが通常であり、病院のキャリア教育の一つの
方法として考えられていた。

入職時オリエンテーションは、新入生オリエンテー
ションで代用されていた。入職後、1 年目に専任教員
養成講習会を受講し、終了後は、1 年生の担任になり、
新入生を迎えて 1 年目のカリキュラムの運営の仕方を
副担任としてサポートしている先輩教員から学んでい
た。

授業は、基礎看護技術を担当するが、基礎看護学の
責任者が技術をチェックし、フォローしていた。実際

に授業を担当するのは、専任教員養成講習会を修了後
で、指導案は先輩教員に指導を受けていた。初めて授
業する前は、公開授業として全教員が参加して模擬授
業を実施し、助言を受けていた。また、看護過程の授
業については学生と一緒に聴講することを必須として
いた。臨地実習指導は、担当する病棟に半日から 1 日
の単位で病院研修という形で出向き、原則すべての実
習指導を行うが、新人教員は、1 年目の実習指導の回
数を他の教員より減らして、実習調整者とリーダーが
フォローしていた。1 年ごとに教育責任者が、新人教
員とともにリフレクションしていた。

j 看護専門学校は新人教員の教育過程において、専
任教員講習会を含めて 4 年で育てる教育体制を取って
いた。

Ⅳ．考察
研究参加者の所属する看護専門学校の新人教育の教

育過程において、新人教員を育成する方法は多様で
あったが、複数の看護専門学校に共通する新人教員の
育成方法が確認できた。

1 つ目は、母体病院を有する看護専門学校の新人教
員の採用では、母体病院から決められた臨床看護師の
異動であり、看護専門学校の人事権はなく、教員採用
の条件も決められていなかった。2 つ目は、新人教員
のためのマニュアルが整備されていないということで
ある。新人教員に対する入職時マニュアルを作成して
いるのは 3 校であった。また、新人教員の職場オリエ

図 10　j 看護学校の新人教員の教育過程
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ンテーションは新入生オリエンテーションに代用され
ていた。

看護専門学校に必要な教員数は指定規則により定め
られており、「1 学年の学生の定員数が 40 人の規模の
看護専門学校では専任教員数は、8 名以上」18）とされ
ているが、定員の確保が母体病院の人事課の裁量に
よって計画的に維持されていた。吉本は、看護教員の
志望動機の大半は業務命令や配置転換であり、自らが
積極的に教員を志望して飛び込んだ者は極めて少ない
のが現状であると報告している 19）。また、看護専門学
校は母体病院の多様性により、看護教育の運営におけ
る制約が大きく看護教員の希望する学校経営は行われ
にくい状況であるとされているとも言われている 20）。
一方、看護教員になった動機や契機についての調査 21）

では、教育機関別による比率の差が最も高いのは、職
場の上司の命令であり、大学（2.6%）に比べて看護専
門学校（25.8%）の方が高かった。

本研究においても、母体病院がある場合、その母体
病院の運営方針により、全てが本人の希望ではなく異
動してくる新人教員も存在した。しかし、このような
状況でも、教育責任者を中心に新人教員の教育の充実
を図るための努力を継続していた。様々な志望動機を
もつ新人教員に対し、充実した看護基礎教育の実施に
向けた教員の育成体制の整備や、単なる配置転換にと
どまらない、看護教員にふさわしい人材を育て、学校
にも人事権が与えられるような母体病院との協働体制
を確立することが必要であると考える。

そして、母体病院がある看護専門学校において、そ
の母体病院と看護専門学校の理念は共通していて教員
はその理念に基づいて学生を教育しており、教育責任
者はそのため重要な役割を果たしていた。教育理念は、
教育課程の基礎となるものである。明文化した教育理
念は、あらゆる場面で、学校のアイデンティティとな
る 22）。シャインは、心情や価値観がグループメンバー
の意味と安心を提供し続けると、これらはたとえ実際
の業績とは相関していない場合でも、疑問を差しはさ
む余地のない基本的前提認識に昇格すると述べてい
る 23）。このような安定した状態を保つことで、新人教
員は看護専門学校という組織の中で安心して役割を果
たすことができる。

新人教員が専任教員養成講習会を受講後に、臨地実
習指導、学生指導、授業、担任などの役割が与えられ
ることが明文化されたマニュアルの作成をしていない
看護専門学校 7 校であった。その看護専門学校では当
たり前のこととされていた。

新人教員を育成する過程で新人教員にはわかりにく
い組織文化について明らかにする必要がある。

看護専門学校の組織文化をシャインの組織文化の 3
つのレベル 24）で考えてみると、本研究の結果、看護
専門学校の組織文化の特徴として得られた特徴のレベ
ルは、価値のレベル 2（組織の価値信念、規範、理念）、
と基本的仮定のレベル 3（最も深層にある、基本的仮
定とされるもので、その組織では当然視されている暗
黙の了解とされているなど、組織文化の本質）であっ
た。人工物のレベル 1（掲示物、服装、記録物、空間、
会話）は全てのカテゴリーに含まれていた。

このような、可視化できない組織文化、それぞれの
看護専門学校の歴史のなかで培われたルールは、母体
病院から配置転換になった新人教員以外はすぐに理解
できないことである。新人教員が組織に馴染み、一人
前として成長するためには、様々な背景にある新人教
員が理解できるような可視化された教育マニュアル作
成をするなどして、全教員で共通の認識ができるよう
にすることが重要であると考える。その結果、これま
で教育責任者が一人で担っていた新人教育の暗黙知を
先輩教員双方で確認でき、すべての教員が新人教育を
遂行していけるものであると考える。さらに、各々の
看護専門学校において、先輩教員の意見を取り入れな
がら新人教員の育成方法の見直しをするなど、教員間
で自由に語り合える雰囲気作りが大切であると考え
る。

3 つ目の組織文化として、新人教員は専任教員養成
講習会の受講後から一人前と認められ、学生指導や授
業などの役割が与えられていることであった。4 つ目
は、臨地実習指導については、新人教員の力量に関係
なく独り立ちが求められているということである。最
初から一人で実施するのは 2 校のみで、多くは先輩教
員と一緒に臨地実習指導していたが、新人教員の力量
に関係なく、早期から独り立ちが求められている状況
もみられた。

野口は、看護教員の資格について、専任教員養成講
習会の受講に委ねられている現状で、その後の支援体
制について、看護教員ラダーの開発や継続教育システ
ムが必要としていると指摘している 25）。また、畠中ら
は、メンタリングのサポートを受けたことで、教員と
しての役割を実施できたとし、新人教員のサポートシ
ステム構築の必要性を述べている 26）。このように、新
人教員の育成についての課題は明らであるが、専任教
員養成講習会を受講した後のフォローアップ体制につ
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いては、それぞれの看護専門学校に委ねられている現
状である。

専任教員養成講習会受講後の、新人看護職員向けの
ガイドラインを基本に各医療施設で実施されて効果を
出していることも参考に、体系化された看護教員の継
続的な教育研修の実施など、新人教員の教育体制を整
備することが必要である。将来的には看護専門学校間
で相互協力し看護基礎教育の充実に向けた対策が実施
できることが課題であると考える。

最後は、新人教員の育成は教育責任者がほぼ担って
いることである。市瀬は、「活動」領域間につくられ
る「結び目」は、関わり合うメンバーたちが自分たち
の「活動」の目標を重ね合わせ、その構成要素を見直
すことをうながします。その結果、これまでの「活動」
が拡張し「結び目」を介して連動する「活動」のまと
まりが、それまでには存在しなかった新たな「活動」
へと変貌するのですと述べている 27）。教員自身が看護
専門学校の理念のもと、同じ目標に向かって教育活動
を継続していくこと、そして何よりも大切なことは、
新人教育の現状を再度確認し問い直すことから、新人
教員の育成を、教育責任者ひとりに委ねるのではなく
全教員で育成する組織文化を持つことが課題であると
考える。

Ⅴ．研究の限界と今後の課題
本研究の研究参加者は、近畿及び東海地区の看護専

門学校と限定された 10 名の教育責任者であり、少な
いため一般化できない。研究参加者にとってインタ
ビューの内容は、面接者の技量も影響し、限られた時
間の中で十分に日常の中に埋もれた思いを引き出すこ
とができなかった可能性も考えられる。

本研究においては、入職して 1 年以内の新人教員を
育成した経験のある教育責任者に規定したが、先輩教
員も含めたグループインタビューを実施するなど、さ
らにその看護専門学校での新人教員を育成する方法に
ついて研究をすすめていく必要があると考える。さら
に新人教員の育成プログラム構築に向けた活用を検討
して行くことが課題である。
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